
事業概要説明シート

～

質疑
意見等 ○

正職員 人 5,600
千
円 0.7 人 5,534

千
円 人 0

千
円

再任用職員 人 0
千
円 人 0

千
円 人 0

千
円

非常勤職員等 人 675
千
円 3.0 人 675

千
円 人 0

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千円

公約 ○

事業期間 担当部署 行政改革部行政改革課

25.内部管理事務(課運営事務除く）

（監査委員）（市議会）
行政改革
実施プラン

一般財源 6,265 06,349

平成25年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

内　　　　　容

受益者負担
(使用料等)

その他

国庫支出金

府支出金

財源内訳

H25年度決算 H26年度当初予算

6,349

H24年度決算

3.0

74

総事業費(A+B) 6,265

6,275 6,209人件費計(A)

事業の必要性

コ　　ス　　ト

H25年度決算 H26年度当初予算

概算人件費

直接経費(B)

0.7

□委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①事務事業の必要性・効率性・有効性等の検証
②市民への説明責任の履行
③職員の職務執行に対する意識改革の推進

根拠法令

実施方法

対　　　象
（誰・何を対象に）

事業内容

平成24年度 平成25年度

総合計画体系 （施策目標）

本市職員、本市における全ての事務事業

事務事業名

目　　　的
（何のために）

枚方市事務事業総点検評価員設置要綱
決裁

■直営

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事務事業総点検は、事業の必要性や効率性、有効性等の検証をするとともに、事務事業の見直しや検証を
通じて、職員の意識改革や、市民への説明責任の履行を図るためにも必要である。

H24年度決算

従事職員数 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

類似事業
グループ事務事業総点検運営事務

0

平成24・25年度の2か年において、すべての事務事業を対象に、一次から必要なものにあっては三次にわ
たって段階的に、担当課による事業の点検及び外部の評価員（有識者3人）による評価を実施する。
また、その評価結果に係る対応案を作成し、市議会や市民からの意見を踏まえた上で、次年度以降の予算
等に反映する。

56

0

金　　　額

56委託料（録音データ反訳委託）

事務事業番号 10602450127

目的が同種の事業
（国・府・市・民間）

なし

0

45：行政経営の効率化を推進する



事業概要説明シート

～

単位

① ％

②

③

①

②

③

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

25.内部管理事務(課運営事務除く）

市民満足度

平成24年度・25年度の2年間で取り組んだ全1,016事業のうち、「改善」が
215事業（21.2％）、「休・廃止」が72事業（7.1％）となり、あわせて287事業
(28.3％）となった。

事業のPR ・「広報ひらかた」やホームページにおいて、記事掲載を行った。

目標とする成果
（費用対効果含む）

特記事項

比較参考値
（他自治体とのコス
ト比較、サービス
水準比較）

・尼崎市における「事業たな卸し」（平成24年度～平成26年度の3年間で実施）
　対象事業：約1,000事業ある事務事業のうち、法定事業・内部管理事業の約250事業を除いた約750
　　　　　　　事業を対象（1年あたり約250事業を対象とする）
　外部委員：12名（学識経験者6名、公募市民6名）
　　　→外部評価員が評価する事業については、約250事業のうち、30事業程度
・姫路市における全事業総点検（平成23年度実施）
　対象事業：2,014事業
　外部委員：12名（学識経験者、各種団体代表、公募市民等）
　　　→外部評価員が評価する事業は、すべての事業から約1割の事業を「最重点事業」と位置付け、
　　　　重点的に点検された事業から特に意見を伺いたい30事業
　取り組みの結果：見直しとなった事業445事業（22％）

H24年度 H25年度 H26年度(見込み)

事務事業名

事業開始年度 担当部署 行政改革部行政改革課

すべての事務事業に占める「改善」「休・廃
止」の割合

25.5 28.3 －
活動実績

活動指標もしくは成果指標

すべての事務事業を対象に、「事務事業の必要性・効率性・有効性等の検証」「市民への説明責任の履行」
「職員の職務執行に対する意識改革の推進」を目的として総点検の取り組みを行い、「今後の方向性」にお
ける「改善」「休・廃止」の割合が3割となることを目標とする。

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

休止・終了（終期設定有）
事務事業総点検は、平成24・25年度の2か年の取り組みであり、平成26年度か
らは、「改革・改善サイクル」において、事務事業総点検での結果と課題を踏ま
え、更なる事務事業の見直しや改善に向けた取り組みを進める。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

一次評価結果 ・事業目的未達成の検証

成果目標
達成状況

目標達成度

事務事業総点検運営事務 類似事業
グループ

平成25年度

・事務事業総点検に係る2年間の取り組みにおける見直しや改善内容に伴う予算削減額については、改善
13事業で37,868千円、休・廃止5事業で11,345千円となり、合計18事業で49,213千円となった。

事務事業番号　 10602450127

目標を下回る

平成24年度



事業概要説明シート

～

質疑
意見等 ○

正職員 人 6,400
千
円 0.6 人 4,744

千
円 0.6 人 4,366

千
円

再任用職員 人 0
千
円 0.0 人 0

千
円 0.0 人 0

千
円

非常勤職員等 人 0
千
円 0.0 人 0

千
円 0.0 人 0

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

事務事業番号 10602450035

目的が同種の事業
（国・府・市・民間）

なし

0

行政経営の効率化を推進する

0

4,366

0

0

金　　　額

類似事業
グループ事務事業実績測定等運営事務

4,366

本市のすべての事務事業を対象に、前年度の各事務事業の執行において投入したコスト（人件費・物件
費）や取り組み内容等を表した「事務事業実績測定調書」をWEBシステムにより作成し、毎年9月に、決算関
係資料として本市ホームページ等で公表を行う。

「目的」欄に記載のとおり、市民への説明責任の履行及び行政の透明性の向上、また、事務事業の見直し
等に資するための取り組みとして、必要である。

H24年度決算

従事職員数 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

平成12年度

総合計画体系 （施策目標）

職員・本市全ての事業

事務事業名

目　　　的
（何のために）

決裁

■直営

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①本市の事務事業の概要、実績度や今後の方向性など、事業の詳細情報を把握できる資料として、毎年継
続的に実施し、公表していくことで、市民等への説明責任の履行や行政の透明性の向上に資する、②各事
務事業の担当部署において、実施内容やコスト配分等を振り返り、今後の事務事業の執行に反映する、③
本市の施策評価、事務事業総点検や改革・改善サイクル等、各種取り組みへの二次的な利活用など、基幹
的なツールとしての役割を果たす──ことを目的として実施している。

根拠法令

実施方法

対　　　象
（誰・何を対象に）

事業内容

事業の必要性

コ　　ス　　ト

H25年度決算 H26年度当初予算

概算人件費

直接経費(B)

0.8

0.0

0.0

0

総事業費(A+B) 4,744

6,400 4,744人件費計(A)

財源内訳

H25年度決算 H26年度当初予算

6,400

H24年度決算

国庫支出金 0 0

府支出金 0 0

0

0

受益者負担
(使用料等)

0 0

その他 0 0

一般財源 4,744 4,3666,400

平成25年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

内　　　　　容

事業期間 担当部署 行政改革部行政管理課

25.内部管理事務(課運営事務除く）

（監査委員）（市議会）
行政改革
実施プラン

公約



事業概要説明シート

～

単位

① 事業

②

③

① 千円

②

③

事務事業番号　 10602450035

概ね目標どおり

平成12年度

特になし

成果目標
達成状況

目標達成度

事務事業実績測定等運営事務 類似事業
グループ

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

改善

事務事業実績測定調書の記載内容のさらなる充実や均質化を図る観点から、
各部署における調書作成期間を十分に確保すること、また、それにより職員の
事務負担の軽減・分散化を図ることも必要と考えており、事務スケジュールの在
り方を含め、取り組みの見直しを検討していく。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

一次評価結果
・取り組み方策は評価。
・市民に解り易くの観点も必要では。

個々の事務事業ごとに、コスト情報を含む事業概要、実績度や今後の方向性を把握し、その内容を公表す
ることで、市民に対する説明責任の履行及び行政の透明性向上を果たす。

963 975
活動実績

活動指標もしくは成果指標

7 5

事務事業名

事業開始年度 担当部署 行政改革部行政管理課

事務事業実績測定における事務事業数 966

特記事項

比較参考値
（他自治体とのコス
ト比較、サービス
水準比較）

【大阪府・兵庫県下の主な特例市における事業評価等の実施状況について】

　　市　　　対象事業数（平成25年度（平成24年度実績）の事業数）

・枚方市　 　963事業
・吹田市　 1,168事業
・茨木市　　 819事業
・岸和田市　  63事業（予算額が100万円以上かつ10年以上継続している単独事業）
・明石市　　 979事業（平成24年度限りで休廃止になった49事業含む）
・加古川市　765事業（固定経費事業を除く）

H24年度 H25年度 H26年度(見込み)

市民満足度

すべての事務事業実績測定調書をホームページで公表した。また、事務の
省力化の観点から、平成25年度に「事務事業実績測定」に係るＷＥＢシステ
ムの一部改修を行うことにより、人件費を削減することができた。

事業のPR 決算関係資料として、例年9月に、ホームページ等ですべての事務事業実績測定調書を公表している。

4

目標とする成果
（費用対効果含む）

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

総事務費÷事務事業数

25.内部管理事務(課運営事務除く）
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